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自殺予防総合対策センター
自殺予防に向けての政府の総合的な対策を支援する



27年度の体制

センター長（事務取扱）
樋口 輝彦

副センター長（併任）
松本 俊彦
（精神医学）

自殺実態分析室長（併任）
松本 俊彦（精神医学）

自殺実態分析室 研究員
山内 貴史（認知行動科学・疫学）

自殺予防対策支援研究室長
川野 健治（社会心理学）

適応障害研究室長
藤森 麻衣子（行動科学，臨床心理学）

研究員 ※非常勤4名
小高 真美（社会福祉学）
髙井 美智子（臨床心理学）
川本 静香(臨床心理学）
菊地 美名子（社会学）

事務室 ※非常勤2名，派遣2名



タテのつながり
（自治体への協力）



自殺死亡統計の継続的な公表

• 人口動態統計を使用
• わが国で唯一の，統計的理論
に基づいた市区町村・二次医
療圏別の自殺統計

• 統計数理研究所との共同研究
（平成20年度～）

• 各機関での利活用
• 全国の自治体
• 愛知県，奈良県などにおけ
る応用的活用

• 慈恵医大，岡山大，和歌山
医大，東大，政策研究大学
院大，横浜国立大，・・・

http://ikiru.ncnp.go.jp/ikiru-hp/toukei/index.html



自損行為による救急搬送の実態分析

http://ikiru.ncnp.go.jp/ikiru-hp/toukei/index.html

• 総務省消防庁が保有する全
国の自損行為による救急搬
送データを、わが国で初め
て分析し、ホームページで
公表

• 2007～2011年の救急搬送
事例 20,411,885例のうち，
自損行為による224,706例
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船橋市における自殺の実態分析

• 2011, 2012年度受託研究

• 市内各機関が保有する自殺
関連の既存資料の分析

• 人口動態調査，国勢調
査，630調査

• 消防局救急課
• 千葉県警察本部
• 市内精神科医療機関
• ケースワーカー研修にお
ける調査

• 庁内各部署
• 市内救命救急センター
精神科

• 内閣府自殺対策主管課
長等会議で紹介

⇒ 後続調査のひな形（ex. 
千葉市）

• 市内ゲートキーパー研
修で活用

• 地域特性を考慮した自
殺対策の提言，対策の
実施当センターの者が
継続的に自殺対策連絡
協議会の会長に

⇒ 長期的な対策・評価



横浜市における自殺の実態分析
• 当センターの者2名が分析協力委員に

• 警察本部，消防局が保有する，自殺に
関する既存資料の分析への助言・指導

• 実態調査報告書の公表

• 未遂者の実態に関する，こころの
健康相談センター職員との共著
による学術論文執筆，学会発表

• 同センターにおける「心理学的剖
検」の継続実施



中央区の自殺対策
～中央区保健所と聖路加国際病院との共同～

平成24年度: 第1回目未遂者調査
• 精神科治療薬の過量服薬が多い
• 自殺リスク評価における「判定不能」が多い
• 退院者の「転帰不明」が多い

平成25年度: 自殺対策事業
• 薬局薬剤師に特化したゲートキーパー研修
• 聖路加国際病院救急部・精神科スタッフ研修会

平成26年度: 第2回目未遂者調査
• 過量服薬による自殺未遂者の減少
• 救急スタッフの評価・対応能力の向上
• （「判定不能」の有意な減少、「退院後精神科紹
介者」の有意な増加）



宮崎県：市町村自殺対策
緊急強化モデル事業 (H25～)
• 事業目的

• 市町村が主導して取り組む自殺対策を県担当課・県精神保健福
祉センターが支援

• 自殺死亡率の高い地域におけるモデル的活動

• 支援内容
• 実態分析の計画・実施・分析、分析結果に基づく対策の立案への
助言・指導

• 結果
• 宮崎市、延岡市、小林市、都城市、三股町が参加（H26年より、え
びの市も参加）

• 平成26年度3月までに5市町村がそれぞれ自殺対策行動計画を
策定し、地域特性に応じた自殺対策を展開



他の自治体への協力
• 山梨県

• ライフコーディネーター事業の助言、事例検討会助言者
• 奈良県

• 自殺の実態分析に関する助言・指導
• 大津市

• 自殺未遂者事業の助言・研修会講師・支援者マニュアル監修
• 札幌市

• 若年者自殺予防パンフレットの監修
• 横須賀市

• 自殺未遂者事業の効果検証に関する解析
• 神奈川県

• 「宮ヶ瀬ダム」における自殺対策検討委員会の助言者
• 世田谷区

• 協議会会長として自殺対策全般の指導



自治体主催のゲートキーパー研
修会・啓発的講演会の講師協力

平成24年度，平成25年度における講演及び研修の件数



自治体職員等に対する研修

・当センターが企画した研修

センター設置以来、延べ3千人以上に専門的な研修を実施

研　　修　　名 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 延人数

自殺総合対策企画研修 106 65 68 101 101 104 103 83 731

心理職自殺予防研修 60 46 85 81 83 355

精神科医療従事者自殺予防研修(年に2回） 149 114 175 167 160 765

自殺予防のための自傷行為とパーソナリティ障
害の理解と対応研修

99 192 121 115 125 652

自殺対策相談支援研修 108 76 79 終了 263

地域自殺対策支援研修 48 38 終了 86

心理職等自殺対策研修 128 43 終了 171

合　　　　計 214 317 228 409 453 485 466 451 3,023



自殺統計の読み方に関する研修，教育資材の作成

• 「自殺総合対策企画研修」
における重要コンテンツ

⇒ 自治体が実施する研修
（ex. 三重県）に資材を提供

• 当センターの者が，内閣府
「自殺関連統計マニュア
ル」作成検討会の座長に

⇒ 全国自治体に配布



研修の評価

1. 効果測定尺度の開発
• 日本語版 ASP尺度：自殺予防に対する否定的な態度を
測定

• 日本語版SIRI尺度：自殺の危機に介入するスキルを測定

2. 各研修の効果測定結果をウェブサイ
ト「いきる」にて公開

受講生の感想【抜粋】

• 「自殺予防について学ぶ機会がほとんどなく自己学習だけだったので，現状か

ら実際のケアなども学ぶことができた。」

• 「専門の講師の先生によるそれぞれの分野の問題を考えることができました。

このような研修があることで援助者の意識やモチベーションが大きく刺激さ

れ，活動，行動となり，結果として自殺の予防につながると感じます。」

• 「グループワークで，精神科医療における自殺とその予防として，行政側だけ

でなく医療側の課題や役割を聞くことができ，今後取り組むべき課題や役割に

ついて考える機会となりました。」



研修参加者

平成24年度，平成25年度における受講者
－ 自殺総合対策企画研修，心理職自殺予防研修，精神科医療従事者自殺予防研修，自殺
予防のための自傷行為とパーソナリティ障害の理解と対応研修



自殺対策の取組状況調査
市町村に対する自殺対策のはたらきかけ
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民間団体との連携を強化する

遺された人への支援を充実する

自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ

社会的な取組で自殺を防ぐ

適切な精神科医療を受けられるようにする

こころの健康づくりを進める

早期対応の中心的役割を果たす人材を養成する

国民一人ひとりの気づきと見守りを促す

自殺の実態を明らかにする
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ヨコのつながり
（他領域・民間の支援）



精神保健福祉士の特徴とできること（司法領域の方へ）

⑴ 精神科病院・精神科診療所などの医療分野や，相談支援
や就労支援などの福祉分野，保健・福祉行政分野，雇用支援
分野，産業保健分野，教育分野，保護観察所などの司法分野
で，精神疾患により生きづらさをかかえた方々の生活支援を
行っている。

⑵ 支援につながれない人たちや，背景にうつ病や統合失調症
などの精神疾患を有する方たち，またその家族を理解するため
には精神保健福祉士の視点が役に立つ。

⑶ 医療と福祉の双方の支援において多分野や多機関の他職
種との連携や協働の重要性を認識し，コーディネートやコンサ
ルテーションの知識や技術を持っている。

司法書士の特徴とできること（メンタルヘルス領域の方へ）

⑴ 司法書士は，多重債務や相続，家族問題，会社法務など
を通して， 自殺リスクをかかえた人々や自死遺族の人々に接
する機会が多い。

⑵ 生活苦の問題を解決して生活再建に向けて漕ぎ出すに
は，生活者の視点を持った法律家の支援が必要とされる。

⑶ 経済的な困窮が軽減すると，相談者は安定を取りもどすこ
とが多い。

日本司法書士会連合会、日本精神保健福祉
士協会との共同作業による「手引き」の作成
【H24年度】



日本司法書士会連合会への協力
～月報「司法書士」への連載～

【H25年度】
•司法書士業界の機関誌
•自殺予防やメンタルヘ
ルス問題に関する知
識、対応法をわかりや
すく解説



若年者の自殺予防に向けての「上流」からのアプローチへ

児童福祉機関との連携
【H26年度】
•全国 207 か所の児童相談所
に対してアンケート調査を実
施。

• その結果、自殺既遂または自
殺未遂・自傷行為の見られた
児童の保護者は 172 人いた。

•自殺関連行動に曝露された児
童の支援の必要性、自死遺児
に対する附加的な支援の必要
性が示唆された。



薬剤師会との連携
•心理学的剖検の知見

• 精神科治療中の自殺既遂
事例における過量服薬

• 「ゲートキーパーとしての
薬剤師」という提案

• 受診した患者が最後に出
会う医療関係者

•薬剤師団体の関心高まる
• 日本薬学会でのシンポ
• 大綱に「薬剤師」明記

•各地薬剤師会が事業展開
• 埼玉県、新潟市など



労働問題へのコミット
過労・心理的負荷などによる精神障害・自殺の予防に向け
た大規模研究（平成27年度～）

•過労死等防止対策推進法に基づく，「過労死等の
実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全
衛生研究」（労働安全衛生総合研究所）

• 「大綱骨子」に、過労自殺に関する分析を、「自殺
予防総合対策センターの協力を得て行う」と明記

•全国の精神障害（自殺を含む）の労災請求事例
データベースの構築・分析、職域コホート・・・

職域における過労・心理的負荷などによる精神障害・
自殺の予防対策の推進，職場環境の改善に貢献



教育機関へのコミット
•学校保健会・学生相談学会・臨床心
理士会主催の研修会講師

• 養護教諭、スクールカウンセラー等
• リストカット・過量服薬理解と対応
• 教育関係者を対象とした書籍刊行

•個別の大学、高校での相談
• 対応困難事例の助言、自殺既遂事例に
関するポストベンション

•生徒に対する自殺予防教育
• プログラム（「GRIP」）の開発と試行

•大学の自殺予防事業への協力
• 香川大学メンタルヘルスプロジェクトの
監修・助言



宗教問題との連携

•宗教者災害支援連絡会
•被災者の自殺予防のための情報交換を継続

•東京大学死生学研究者との連携
•学生講義、シンポジウムへの協力

•僧職者に対する自殺予防研修会
• H27年度、京都西本願寺および東京築地本願寺
にて実施

•当センター研修会への講師招聘
• 「自死・自殺に向き合う僧侶の会」との連携



民間支援・連携
～メンタルケア協議会～

•自殺対策事業のアドバイザ
リーボードのメンバー

• 自殺相談ダイヤルのスーパー
バイザー

• 自殺未遂者事業協議会の副
会長

• 相談員研修会講師
• 啓発資材開発の助言



民間支援・連携
～断酒会・アルコール薬物問題全国市民協会～

•心理学的剖検
• 中高年・有職男性の自殺とアルコール
問題

•断酒会調査
• 自殺予防に資する団体としての断酒
会

•啓発
• 資材開発「のめば、のまれる」

•政策提言
• 大綱におけるアルコール問題の明記
• アルコール健康障害対策基本法制定
の後押し



他の主な民間支援
• NPO自立支援センターふるさとの会

• 生活困窮者支援に関する研究と事例検討会助言者
• ヤフー株式会社

• 自殺に関係する検索用語で「いきる・ささえる相談窓口」を表示
• 民間相談機関連絡協議会

• 研修会への協力
• 薬物依存リハビリ施設「ダルク」

• 施設利用者の自殺に関するポストベンションの助言
• 障害者就労支援事業所「ウイングル」

• 利用者の自殺予防に関する事例検討会の助言者
• 首都高速株式会社

• 「ベイブリッジ」における飛び降り自殺防止対策への協力
• JR東日本

• 鉄道自殺防止に関する助言



学術団体との連携

自殺予防コンソーシアム準備会
【目的】学術団体・研究機関、地方公共団体，関係団体及び
民間団体等の連携による自殺対策に関する科学的根拠の
創出，集約，及び情報発信

（加盟団体数：学術団体会員68団体、協力団体会員9団体）

【活動】

• シンポジウム
• ニューズレター



国際機関との協働・連携

WHO協力センターとして承認
【WHO協力センターとしての活動計画】

① 自殺関連行動に関する疫学的な情報の
収集とモニタリングと，研究成果，技術的
ツールおよび報告の普及

② 政治，行政，保健医療従事者，その他の
関係者（教員，警察，メディア，

一般住民など）への自殺と自殺予防に関
する教育および情報の提供

③ 日本や西太平洋地域における，自殺に関
する研究と自殺予防対策における利害関
係者のネットワークの構築

④ 国および地方自治体における自殺予防計
画の採択，実施，継続的な評価の奨励

⑤ 自殺予防に関する会議，イベント，活動の
支援

自殺予防対策の取組みを
主課題としたWHOCCは
世界で3か所のみ

スウェーデン オーストラリア

中国



情報発信



情報発信

• ウェブサイト「いきる」 週1回更新
http://ikiru.ncnp.go.jp/ikiru-hp/index.html

• WHO世界自殺レポート，ブックレットシリーズの刊行

月平均27,697件/
月自殺予防週間
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メディアカンファレンス
• 自殺予防を中心としたテーマで計31回開催（～H27年1月）

• 学際的な視点からの講義とディスカッション
⇒ メディアとの情報共有，正確な情報に基づく報道の促進

33

• カンファレンスの内容
に基づいた報道



新聞・TVを通じての啓発


